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新産業創造のためのブレイクスルー経営 

 
○岩本隆（慶應義塾大学大学院経営管理研究科）、 

 

 
1. 新産業創造のための産業政策 

 

 2008 年 9 月 15 日のリーマン・ショックにより、特に、長年日本の輸出産業を支えてきたエレクトロ

ニクス産業の凋落が加速し、エレクトロニクス産業に代わる新たな輸出産業の創造が急務となった。加

えて、国内の新たな雇用創出のための国内産業の創造も急務となっている。政策サイドも 2009 年頃か

ら新たな産業の政策策定に動き始め、さまざまな新産業での政策を継続的に打ち続けている[1-8]。図 1

に新産業の政策提言に中心的な役割をしている株式会社ドリームインキュベータが行ってきた新産業

創造の活動の例を示す[9]。 

 

 
図 1.2009 年以降の新産業創造活動の例 

 

 2012 年 12 月 26 日に第 2次安倍内閣が発足以降、新産業創造を加速させるべく、アベノミクス成長戦

略が打ち出された。表 1にアベノミクス成長戦略のこれまでの推移を示す。2015 年 6 月に閣議決定され

た「『日本再興戦略』改訂 2015－未来への投資・生産性革命－」では、デフレ脱却を目指して専ら需要

不足の解消に重きを置いてきた「第一ステージ」から、人口減少下における供給制約を乗り越えるため

の対策を講ずる新たな「第二ステージ」に入り、「第二ステージ」では、設備や技術、人材等に対する

「未来投資による生産性革命の実現」と、活力ある日本経済を取り戻す「ローカル・アベノミクスの推

進」の二つを車の両輪として推し進めることによって、日本を成長軌道に乗せ、世界をリードしてく国

となることを目指す[10]。 
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表 2.アベノミクス成長戦略のこれまでの推移 

2013年6月14日 「日本再興戦略—JAPAN is BACK-」を閣議決定

2013年10月1日 「成長戦略の当面の実行方針」を日本経済再生本部で決定

2014年1月20日 「成長戦略進化のための今後の検討方針」を産業競争力会議で取りまとめ

2014年1月24日 「産業競争力強化に関する実行計画」を閣議決定

2014年6月24日 「『日本再興戦略』改訂2014－未来への挑戦－」を閣議決定

2014年12月27日 「アベノミクス成長戦略の実行・実現について」を日本経済再生本部で決定

2015年1月29日 「成長戦略進化のための今後の検討方針」を産業競争力会議で取りまとめ

2015年2月10日
「産業競争力強化に関する実行計画」及び「産業競争力強化のための重点
施策等に関する報告書」を閣議決定

第二ステージ 2015年6月30日 「『日本再興戦略』改訂2015－未来への投資・生産性革命－」を閣議決定

第一ステージ

 
 

 2013 年 9 月 7 日に 2020 年のオリンピック・パラリンピックの東京開催が決定したが、オリンピック・

パラリンピックは新産業を創造する絶好に機会であり、2015 年 7 月 23 日には、経済産業省産業構造審

議会の中に「2020 未来開拓部会」が発足し、東京オリンピック・パラリンピックに向けて 9つのプロジ

ェクトが実行されることが発表された。9つのプロジェクトとは、「モビリティ」、「スマートコミュニテ

ィ」、「ストレスフリー」、「サイバーセキュリティ対策」、「活力あふれる超高齢化社会」、「イノベーショ

ン」、「インベストメント」、「ひとづくり・地方創生」、「スポーツ・文化」である[11]。 

 

2. 企業がブレイクスルーすべきこと 

  

新産業創造のためには、政策的なサポートは極めて重要であるが、一方で、産業を創る企業側が政策

と連携しながら新しい事業を創造することが重要であり、そのためのブレイクスルー経営のあり方につ

いて論ずる。 

日本では、日本経済の安定成長期終焉後である 1991 年 2 月以降低迷した期間を指して「失われた○

○年」と言われ、○○の数字が毎年増えていく状況である。つまり産業構造が変革されないまま 20 数

年が経過した。これは、1991 年以前まで成長してきたさまざまな業界が成熟してしまっていることも意

味しているが、どの企業も自社の属する業界の枠組みから外に出ることなく新事業を検討してきた結果、

大きな新事業が生まれないままでいる。 

 上記で述べたように、これからの新産業は業界横断型の産業が多い。そのため新事業を生み出すため

には業界のカベをブレイクスルーすることが何よりも重要である。業界のカベは具体的には図 2に示す

ように以下に分解できる。 

 

 社会の将来像から新たな産業を構想するカベ 

 自社の属する業界の常識の枠を超えるカベ 

 他業界の特性を理解するカベ 

 他業界とコミュニケーションの際に、他業界の特性に合わせたロジックに翻訳するカベ 

 特性の違う業界のロジックを統合するカベ 

 

他業界との違いを理解するに当たっては、さまざまな軸の違いを理解する必要がある。具体的には、「時

間軸の長さ」、「事業規模の大きさ」、「研究開発の期間の長さ・規模感」、「ビジネスオペレーション上の

コスト構造」など、さまざまな軸で違いがあり、自業界の常識をベースに理解しようとすると、言語が

違うが如き違いがあり理解が難しくなる。 

これら 5つのカベを破るのは「言うは易く行うは難し」で、実行の際には高いカベとして立ちはだか

るため、これらのカベをいかにブレイクスルーしていくかを経営として考え、仕組みを作ることが重要

となる。 
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図 2.新事業を生み出す際のカベ 

 

3. ブレイクスルーのための経営の打ち手 

 

 著者が提唱した研究開発型企業のイノベーションを生み出す仕組みのあり方を図 3に示す[12]。図 3

に示す仕組みの中で以下を仕組み化することで、図 2に示す 5つのカベをブレイクスルーする。 

 

 他業界や社会の将来像に関わる最新情報が集まる 

 集まった情報に関し、社内・社外のさまざまな分野の異なる専門家が常に議論する 

 議論から出た質の異なる示唆が統合されて、意味のある示唆が出される 

 

 また、これらの仕組みを回すことにより、5つのカベをブレイクスルーできるπ型人材を育成する。T

型人材とは、一つの専門分野をもち、かつ、ゼネラリストしてもスキルをもった人材であるが、π型人

材とは、複数の専門分野で深く掘ることができ、かつ、専門分野を横断的に統合できる人材である。 
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図 3．研究開発型企業のイノベーションを生み出す仕組みのあり方 
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